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港湾構造物に見られる劣化は，全体を見渡した場合に傾向があるものの，劣化の進行が速い箇所と遅い

箇所がある．筆者らは，劣化進行速度の違いを劣化調査結果より評価することによって，将来的な劣化数

量を定量的に推測することができることを確認した．具体的には，調査によって得られる「劣化環境，か

ぶり，コンクリートの品質」についてばらつきを評価し，これらのばらつきを考慮に入れて劣化予測を行

った．また，予測結果をもとに維持管理コストを算定した例を紹介する． 

 
     キーワード : 劣化予測，ばらつき，表面塩化物イオン濃度，拡散係数，かぶり，塩害 

      
 
１．はじめに 
 
 メンテナンスフリーと考えられてきた鉄筋コンク

リート構造物も，厳しい環境条件では適切な維持管

理が必要不可欠であることが広く認識されるように

なってきた． 

鉄筋コンクリートが劣化する機構は，中性化，塩

害，凍害，化学的浸食，アルカリ骨材反応，疲労等

があり，それぞれ劣化予測に関するデータが蓄積さ

れつつある．その中でも中性化及び塩害については，

計算式によって精度良く劣化予測する方法が検討さ

れてきている．港湾施設における鉄筋コンクリート

構造物は主として塩害であるので，本論文は塩害に

限って検討した例を述べる． 

コンクリート標準示方書によれば，塩害による劣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

化予測は，本来，構造物の諸性能の変化（低下）が

予測の対象となるべきであるが,現時点の技術レベ

ルでは構造物を構成するコンクリートの耐久性及び

鋼材の腐食を予測し,その結果を組合わせて評価す

る方が現実的であると記述されている．図-1 に塩

害による劣化進行過程を示す．各劣化過程は構造物

の状態に対応しており，各劣化過程の期間の長さを

予測するためには塩化物イオン濃度及び鋼材腐食量

を指標に用いる． 

 

 

２．港湾施設における鉄筋コンクリートの劣化

現象と評価 

 

(1)鉄筋コンクリートの劣化現象 

港湾施設における鉄筋コンクリートの劣化現象は，

塩害に加えて他の劣化要因が複合的に作用すること

があるが，最も劣化速度が早く，供用への影響が大

きい劣化要因は塩害である．また，海水中の塩分は

鉄筋腐食の「きっかけ」であり，酸素と水が不可欠

である．したがって，海中のコンクリート構造物は

大量の塩化物イオンが浸透しても酸素が少ないため，

窒息状態となり，鉄筋腐食はわずかである．以上の

ことから，外観では劣化状況がわかりにくい水没範

囲は，鉄筋コンクリート構造物に限ってはかぶりに

もよるが比較的健全であることが多く，劣化予測の

必要性は低い． 

桟橋の劣化状況調査の例を図-2に示す．はじめに 
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図-1 塩害による劣化進行過程 
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実施する調査は外観目視調査である．全体的，定性

的な把握を目的として外観目視調査を行い,構造物

は劣化状態に応じてグループ分けされる． 

費用がかさむ調査項目の調査位置は，劣化の進行

程度を構造物全体で見渡し，グループ分けしたあと

で決定する．一概に構造物の劣化といっても，すべ

ての部材が同じ速度で劣化するわけではなく，環境

条件の厳しさや，構造物施工時の品質のばらつきな

どによって，劣化速度は大きく異なる場合が多い．

桟橋のような大きな構造物の場合，構造物の劣化進

行速度の違いを考慮に入れた対応が求められるよう

になってきている． 

梁と床版で構成された桟橋プラットホームのグル

ープ分けの例を図-3に示す．図ではグループ1が着

船側，グループ4が陸上側となっている． 

この桟橋は平面的に大きく，塩分の飛来量が海側

と陸側で差が出るため,グループ1の梁は劣化度Ⅴが

多く,グループ3～4の梁は劣化度0またはⅠが多い．

断面的には海面から躯体面までの距離が異なるため，

グループ1の梁は劣化度Ⅴが多く,床版は劣化度Ⅲ～

Ⅳとなっている．ばらつく原因は塩分の飛来量だけ

ではないため，グループ2に見られるように，梁と

床版で海面からの高さが大きく異なり，塩分供給量

の違いが顕著であっても，かぶりの違いから床版の

劣化進行が速いこともある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，補修方法によってはマクロセル腐食により

再劣化現象が起きるといったことや，既に浸透した

塩分が多く，表面塗装が効果的でない場合があるた

め，注意が必要である．この再劣化については塩化

物イオンの拡散計算によって評価することが可能で

ある． 

 

(2)劣化現象の評価 

劣化状況を評価するための調査計画を立案する時，

詳細調査箇所をどこに選定するか，という問題がし

ばしば発生する．補修の方向性を決めるために実施

するのであるから，費用は発生してもしっかりとし

た調査が不可欠である．参考となるマニュアル類は，

「運輸省港湾技術研究所編著 港湾構造物の維持・

補修マニュアル」（平成11年6月），「(財)東京港

埠頭公社 桟橋劣化調査補修マニュアル」（平成16

年6月）がある． 

詳細調査の項目は，図-4に示すように，鉄筋腐食

状況調査，塩化物イオン量調査，中性化深さ，自然

電位測定，等がある．場合によりアルカリ骨材反応

性調査を加える．それぞれの試験データは，採取し

た位置のグループ全体を評価することになる． 

コンクリート中の鉄筋が腐食するきっかけとなる

塩化物イオンは，鉄筋位置においてある量に達する

と錆を発生させる．この腐食発生限界塩化物イオン

量は 1.2kg/m3～2.5kg/m3 1),2),3)といわれている．ま

た，鉄筋腐食が進んで外観上クラックが発生したあ

と，かぶりコンクリートが剥離して耐荷力が低下す

るまでの現象に対して，それぞれの状態によって劣

化度 4)（または構造物の外観上のグレード 5））を割

り当てることになる．（図-1 参照） 

後述する劣化予測手法は，潜伏期，進展期，加速

期の各過程において塩化物イオン濃度，鉄筋腐食量

等のパラメータに判定基準値を設け，経過時間ごと 

図-3 外観調査による劣化度分布図 
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図-2 調査の手順(その 1) 

調査の手順（その１）･･費用がかからない

図-4 調査の手順(その２) 
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調査の手順（その２）…費用がかかる
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に各過程の割合を算定できるものである． 

予測結果は，構造物の各グループ危険度の推移を

平面的に理解することに役立つ．また,劣化度によ

って補修費用（表面塗装～撤去更新まで）が異なる

事実を考慮すれば，補修時期を変えて維持管理計画

パターンをいくつもシミュレートできるため,補修

に要する単年度費用を抑え，平準化をアピールする

ツールにもなりうる． 

 

 

３．塩害環境下の鉄筋コンクリートに対するば

らつきを考慮に入れた劣化予測 

 

(1)潜伏期の予測 

潜伏期で行う鋼材（鉄筋）腐食の発生時期の予測

は，鋼材の位置での塩化物イオン量が腐食発生限界

塩化物イオン量に達した時点をもって判定する。そ

れ以降は進展期へ移行する． 

潜伏期の予測は，式(1)を用いた． 

iC
tD

derfCtdC +⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−=

･2
1),( 0

   (1) 

ここに，Ｃ(d,t)：かぶりd（cm），時刻t（年）に

おける塩化物イオン濃度（kg/m3），Ｃ0：表面にお

ける塩化物イオン濃度（kg/m3），Ｄ：塩化物イオ

ンの見かけの拡散係数（cm2/年），Ｃi：初期含有塩

化物イオン濃度（kg/m3）を表す． 

 

劣化進行のばらつき（不確定性）を考慮に入れる

ため，ここで行う予測では，各パラメータに対して，

調査結果から得られた平均値と標準偏差を用いた． 

ばらつきの考慮方法は，表-1に示すとおりとした．

なお，腐食発生限界塩化物イオン量は，必ずしも合

意の得られた数値となっていない．したがって，腐

食発生限界塩化物イオン量についてもばらつきを想

定する必要があると考えられるが，参考文献の限界

値は，維持管理の中である程度安全側の数値として

採用されていると考えられ，本論文で行う不確定性

を考慮した劣化予測においては，腐食発生限界塩化

物イオン量は2.5kg/m3とした．ただし，限界値の違

いが予測結果に与える影響については，今後検討し

ていく予定である． 

 

(2)進展期の予測 

 進展期の予測は，かぶり2.5cmの鉄筋の腐食進行

速度の計測結果をもとに6)，鋼材表面の腐食量がひ

び割れ発生限界値を超えるまでの期間を予測した．

進展期における鋼材の腐食速度は式(2)および(3)に

よって表現した． 
5.1),(025.0 tdCi ×=        (2) 

( ) corrspe tOHFeFiW ××= − ])([2/ 3
    (3) 

ここに，i：腐食電流密度（μA/cm2），C(d,t)：かぶ 
りd（cm），時刻t（年）における塩化物イオン濃度 
（kg/m3），Wspe：腐食量（g/cm2），F：ファラデー

定数（=96500C/mol），     ：水酸化鉄（Ⅲ）

の分子量（=106.9g/mol），tcorr：腐食発生限界塩化

物イオン量を上回った時点からの経過年数を表す． 
 
また,上記の式(3)にかぶりの影響を考慮して式

(4)に示す係数を乗じた． 

)(speWkW ×=            (4) 

dDk ≥×= 30.1       (5) 

dDdDk <××= 3/3      (6) 

ここに，Ｗ：実際の構造物の腐食速度，k：かぶり 

が腐食速度に及ぼす係数，D：鉄筋径(cm)，d：かぶ

り(cm)を表す． 

 

進展期における腐食速度のばらつきは，環境条件

やコンクリートの品質に影響されると考えられる．

しかし現状において十分な情報がなく，今後もデー

タが蓄積される可能性が少ない．結果的にばらつき

に対して物理的意味を持つ数値を設定することは難

しいものの，劣化現象を表現でき，かつ実際と一致

するよう見直すことも可能なように，ばらつきは上

記式(4)によって得られた値を平均値とし，変動係

数が1.0の正規分布と想定した．計算にあたっては，

平均値，平均値±2σ，平均値±3σの5種類の値と

その発生確率を用いて腐食量を計算した． 

腐食ひび割れ発生時の腐食量は，かぶりと鉄筋径

の影響を考慮に入れて式(7)により求めた7)． 

])([ 3
−OHFe

表-1 式(1)中の各パラメータのばらつき 

表面塩化物イオン濃度 C0 = C0ave＋σC0 × dz(C0) 
見かけの拡散係数 logeD = loge[Dave＋σD × dz(D)]
初期塩化物イオン濃度 Ci = Ciave＋σCi × dz(Ci) 
かぶり d = dave＋σd × dz(d) 
ここに， 

C0ave ：表面塩化物イオン濃度の平均値（kg/m3） 

σC0 ：表面塩化物イオン濃度の標準偏差（kg/m3） 

Dave ：見かけの拡散係数の平均値（cm2/年） 

σD ：見かけの拡散係数の標準偏差（cm2/年） 

Ci ：初期塩化物イオン濃度の平均値（kg/m3） 

σCi ：初期塩化物イオン濃度の標準偏差（kg/m3） 

d ：かぶりの平均値（mm） 

σd ：かぶりの標準偏差（mm） 

dz(C0)，dz(D)，dz(Ci)，dz(d) 
 ：各パラメータの正規乱数 
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D
dWcr 3

02.0
=           (7) 

ここに，Ｗcr：腐食ひび割れを発生させる鉄筋の腐

食量(g/cm2)，d：かぶり(cm)，D：鉄筋径(cm)を表

す． 

 

(3)加速期の予測 

腐食ひび割れ発生後の鉄筋の断面減少率は式(8) 

にて計算した 8)． 

t
a

Fe
reduction eacV

α

φγ
4

=       (8) 

ここに，Vreduction：断面減少率（%），γ
Fe：鉄筋の単

位体積重量（=7.85mg/mm3），a：腐食量とひび割れ

幅を関連づける係数（=1.5mg/mm2 と仮定），c：腐

食による初期のひび割れ幅（=0.05mm と仮定），

φ：鉄筋径（=16mm），α：腐食速度とひび割れ幅を

関連付ける係数（=0.22mg/mm3/年と仮定），t：腐食

ひび割れ発生後からの年数を表す． 

 

劣化が進行するとばらつきは拡大してくるため，

予測精度も低下する．そこで，ここでは，上記式

(8)によって得られた断面減少率を平均値とし，変

動係数を 1.0 とした正規分布を仮定した．計算に当

たっては，平均値，平均値±2.5σの 3 種類の値と

その発生確率を用いて腐食量を計算した． 

 

 

４．劣化予測計算結果の例 

 

(1)計算に用いた調査データと設定値 

計算例は 17 年が経過した桟橋で，劣化調査の結

果では一部に劣化が確認されるものの，それほど激

しい劣化状態には至っていない．上記までの計算手

順により，各劣化過程における劣化進行のばらつき

を考慮に入れて構造物の劣化がどのように進行する

か評価した結果を以下に示す．また，計算に使用し

たパラメータの値を表-2に示す． 

 

(2)床版の予測結果 

図-5 に計算結果を示す．グラフでは劣化状況の

分類を，「劣化しない（潜伏期）：鉄筋位置の塩化

物イオン濃度が腐食発生限界値を超えない」，「腐

食進行中(進展期)：コンクリート中で鉄筋腐食が進

行しているが，まだ劣化は現れていない」，「腐食

ひび割れ進行中：部材に鉄筋に沿った腐食ひび割れ

が発生し，内部の鉄筋が急速に腐食している状態」， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「危険～限界の範囲：鉄筋の断面減少率が 5％以上

10%未満の状態で，外観上危険な状態」，「限界を

超える：鉄筋の断面減少率が 10％以上になり，構

造的に危険な状況」の 5 段階とした． 

実際と同じ 17 年経過時の計算結果は，まだ大部

分は劣化が顕在化していないが，5%程度の範囲で内

部で鉄筋腐食が進行していると推測された． 

建設 50 年後では，25%の部材に腐食ひび割れが見

られ，10%の部材には「鉄筋の断面減少率が 5%を超

える」危険な状態になることが予測される．その時

点で限界を超える割合は 5%程度であり，床版の劣

化により供用を停止する面積はそれほど大きくない

と推測される．しかし，60 年を超えたあたりから

力学的に限界となる面積が急速に増加し，75 年に

なると 15%程度は力学的に限界となる可能性がある． 

この予測では，面積的なばらつきを想定すること

ができないが，一箇所で力学的に限界を迎えた部材 

表-2 計算例に用いた各パラメータの設定値 

 床版 梁 

データ数 4 8 

平均値 15.31 18.62 

表面塩化物 

イオン濃度 

C0（kg/m3） 
標準偏差 7.31 4.20 

平均値 0.28145 見かけの 

拡散係数 

D（cm2/年） 標準偏差 1.6160 

データ数 12 14 

平均 dave 70.0 70.0 
かぶり 

d（mm） 

標準偏差σd 10.5 14.9 

ひび割れ発生限界腐食量 

Wcr（mg/m2） 
24.6 19.4 

かぶりが腐食速度に 

及ぼす係数ｋ 
0.8 1.0 

図-5 床版の劣化予測結果 
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があると，その周辺も含めて供用を制限する必要が

ある．明確に設定はできないが，例えば幅 0.8m の

梁 1 本が力学的限界を迎えるとその梁と連続した床

版の荷重分担幅 4m 程度が設計荷重に抵抗できない

範囲と考えられる．したがって供用制限の観点から

見ると，「鉄筋腐食により限界となった部材の面

積」の 3 倍～5 倍程度の範囲が「供用が制限される

面積」と考えられる．その場合には，50 年後では

「5%×(3～5 倍) = 15～25%」が供用制限を受け，

75 年後は「15%×(3～5 倍) = 45～75%」と構造物の

大部分が床版の劣化により供用制限されると推測さ

れる． 

 

(3)梁の予測結果 

 梁の予測結果を図-6に示す．梁は，表-2に示すよ

うに床版よりも表面塩化物イオン濃度が高く劣化環

境が厳しいために，腐食の進行は床版よりも速い．

グラフでは「劣化しない割合」の曲線が床版に比較

して立っており，計算結果でも床版に比較して腐食

が速いことが分かる． 

 梁の場合も，建設後17年では90%以上で「劣化が

顕在化していない」と計算される．さらに，全体の

部材数の5％弱に腐食ひび割れが発生していると計

算される．腐食ひび割れが発生していると補修する

場合には断面修復の対象となる．実際の劣化面積が

約5.4%であったことから，予測結果は実測値と整合

する結果となった． 

建設50年後では，「腐食進行中」が20%と，床版

と比較して差は見られない．これは,塩化物イオン

拡散係数とかぶりが床版と差がないことによると考

えられる．また，30%の部材に腐食ひび割れが見ら

れ，15%弱の部材には「鉄筋の断面減少率が5%を超

える」危険な状態になることが予測される．その時

点で限界を超える割合は5%程度である．全体では劣

化しない割合が床版では50%あったのに対し，梁は 

 

 

 

 

 

 

 

 

40%を下回る計算結果となった．建設75年後では先

ほどの「供用が制限される面積」が「20%×(3～5

倍) = 60～100%」と構造物全体が床版の劣化により

供用制限されると推測される．また，建設75年後以

降において，床版，梁ともに劣化の進行速度が若干

右下がりの低下傾向を保つという計算結果となった． 

 

 

５．劣化予測に基づく補修費用予測 

 

(1)計算方法 

先の劣化予測では計算個数を1000個（実際の構

造物のどの位置を指すか指定するものではない）と

している．［予測される劣化数量＝実際の対象構造

物面積×各劣化状態の割合］により補修面積が算定

できるため，劣化数量の予測を行うことができる．

さらに，上記の劣化予測数量に費用を乗じて劣化対

策費が計算できる. 

ここでは概算を検討するものであり，詳細には調

査結果などのデータを用いて補修設計を行い費用を

算出する必要がある．したがって，補修工法のデフ

レータと社会的割引率は”0”と仮定して算出した． 

その他の計算条件は，床版は700m2，梁は2,300m2 

を対象面積と仮定し，劣化状態と補修工法の組合せ

は表-3のとおりとして検討を行った． 

 

(2)計算結果 

最初の補修実施時期を変化させ，初期の補修費用

とその後の建設100年間の維持管理費を合計した結

果を図-7に示す．建設から10年程度は，対象構造物

の多くを表面塗装補修で済ますことができ，建設20

年後あたりから電気防食工法の適用が拡大すると推

定される．現在17年経過しており，現時点で補修を

実施した場合の内容としては「電気防食と塗装およ

び一部の断面修復」により補修を行うことが可能で

あると推測された．またその場合のトータルコスト

は8億円程度である． 

これに対し,建設50年後に初めて補修を行う場合

は，断面修復や補強が増え，その場合のトータルコ

ストは16億円程度となり,補修時期が遅れると余分 

表-3 劣化状態と補修工法の組合せ 

補 修 工 法 劣 化 状 態

塗 装 潜伏期

電 気 防 食 腐食進行中

断 面 修 復 腐食ひび割れ進行中

補 強 危険～限界の範囲

消 耗 材 電気防食設備等の更新

図-6 梁の劣化予測結果 
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なコストが発生する結果となった．経過年数にかか

わらず最初の補修時期が後になるほどコストがかさ

む傾向があることは明らかである．最初の補修時期

が建設 70 年後以降は，合計金額が 60 年後実施に比

較して下がっている．これは維持管理期間を 100 年

として整理しているために，補修後の供用期間が

30 年を下回り，加算される費用が少ないためであ

る．また，４章にて記述した対象構造物の半分以上

が供用制限される可能性があるという観点を考慮す

る必要がある．つまり，この桟橋が生み出す便益が

減少しているはずであり,桟橋の収益予測を併せて

検討すべきであることがわかる． 

建設後100年間を維持管理すると仮定した場合の，

補修および維持管理に必要な費用の経年変化は，

図-8のようになる． 

建設後5年で補修を実施した場合，単年度で2億円

の費用がかかり,その後維持管理費が積み重なって

建設後100年でトータル7億の費用と推測された．初

期の単年度費用はかかるものの，その後の単年度費

用が低く抑えられ，平準化されていることがわかる． 

建設後50年で補修を実施した場合，単年度で13億

円の費用がかかり,その後維持管理費が積み重なっ

て建設後100年でトータル16億の費用と推測された． 

 

 

経過年数にかかわらず最初の補修時期が後になる

ほど補修する年の単年度費用が大きく，維持管理費

用の平準化の点から好ましくない結果であることが

わかる． 

 

 

６．おわりに 

 

劣化予測では構造物全体を評価することが必要で

あり，予測精度の向上には，調査データの質が重要

な役割を担う．調査方法の注意点としては，劣化が

進行している部分も健全部も全体を網羅した調査の

確実な実施が必要である． 

また，本予測手法の問題点としては，予測結果と

実際の劣化状況の誤差が，調査データに起因するも

のか，それとも解析上の誤差なのかが不明であるこ

とである．この問題点を克服するためにも，更なる

データの蓄積が必要である． 

現在は，劣化機構ごとの劣化予測に加え，ライフ

サイクルコストと構造物から得られる便益の変化を

シミュレートできるプログラムを開発中である。 

なお，これらは(独)港湾空港技術研究所との共同

研究の成果の一部である． 
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図-8 補修実施時期とそれ以降の発生費用の変化 
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図-7 補修実施時期とトータルコスト 
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